
令和 7年度補助事業の概要 

（公益社団法人 東京湾海難防止協会） 

 

１ 海の安全運動の推進（海難防止事業） 

（１） 令和 7年度海の安全運動実施計画に基づき、5つのキャンペーンを展開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 海の安全運動推進連絡会議を 2 回開催し、第 1 回会議（令和 7 年 10 月開催）にキャンペ

ーンの進捗状況を確認し、第 2回会議（令和 8年 2月開催）に令和 8年度海の安全運動実

施計画を策定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）知名度の高い民間企業（赤城乳業㈱）のキャラクター記載の海難防止啓発グッズを配付し

て、啓発活動を実施した。 

 

 

 

 

救命胴衣着用体験 プレジャーボートに対する安全指導 

海の安全運動推進連絡会議開催状況① 海の安全運動推進連絡会議開催状況② 



（４） 令和７年度海の安全運動の啓発活動で使用するリーフレット、グッズを作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

  リーフレット（三つ折り）     トートバック   ポスター（霧、台風事故ゼロキャンペーン） 

 

２ 令和 7年度 津波対策に関する検討会 

（航行安全確保に関する事業） 

（１） 令和 7年 7月及び令和 7年 3月に、「令和 7年度 京浜港（横浜区・川崎区）の津波対策に

関する検討会」及び「令和 7 年度 横須賀港の津波対策に関する検討会」を開催し、津波

警報等が発表された場合の船舶の津波避難について検討を行い、アンケート調査で把握し

た関係者のニーズを踏まえて、周知啓発資料を作成するとともに、報告書を取りまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         【京浜港】              【横須賀港】 

 

 

（２） 作成した周知啓発資料 

① 津波対策リーフレット（津波対策チェックリスト） 

② 津波避難フローチャート 

③ 津波対策の講習資料 

④ 津波対策マニュアル作成時の留意事項 



 

（３） 周知啓発資料のイメージ（抜粋） 

① 津波対策リーフレット（津波対策チェックリスト）＊京浜港の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 津波避難フローチャート 

              （京浜港（横浜区・川崎区））           

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   （横須賀港） 

写真提供「東北地方整備局 伝承館」

京浜港船舶津波対策協議会

第三管区海上保安本部
（公社）東京湾海難防止協会

【監修】第三管区海上保安本部　横浜海上保安部　【刊行】（公社）東京湾海難防止協会問合せ先 横浜海上保安部　045-201-8180 川崎海上保安署　044-266-0118

着岸船

着岸船以外

●m ●m ●m 津波注意報レベル大津波警報レベル 津波警報レベル

津波対策チェックリスト ＜京浜港(横浜区・川崎区)＞ 【令和8年5月刊行】

危険物積載船舶 一般船舶（荷役・作業船含む）

無し

有り

無し

有り

津波注意報 ー

巨大地震
警戒

巨大地震
注意

南海トラフ
地震

臨時情報

〇津波の来襲に備え、直ちに出港できるよう避難準備を行うこと
〇南海トラフ地震に関する情報の入手に努めること
〇避難に必要な支援を受けられないことが予想される場合は、自主的に安全な海域へ避難すること

〇南海トラフ地震に関する情報の入手に努めること
〇連絡系統、避難方法、避難海域の確認を行うこと

津波警報等
の種類

津波来襲
までの

時間的余裕

大型・中型船（漁船を含む）

大津波警報

津波警報

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇係留避泊又は陸上避難

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇港外退避

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇係留避泊又は陸上避難

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇港外退避

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇係留避泊又は港外退避

無し
〇荷役・作業中止
〇港内避泊

〇港内避泊
〇工事・作業中止
〇陸上避難

有り
〇荷役・作業中止
〇港外退避

〇港外退避
〇工事・作業中止
〇港外退避又は流出防止措置

無し
〇荷役・作業中止
〇港内避泊

〇港内避泊
〇工事・作業中止
〇陸上避難

有り
〇荷役・作業中止
〇港外退避

〇港外退避
〇工事・作業中止
〇港外退避又は流出防止措置

津波注意報 ー
〇荷役・作業中止
〇港内避泊
（場合により港外退避）

〇港外退避
〇工事・作業中止
〇港外退避又は流出防止措置

南海トラフ地震
臨時情報

備　考

津波警報等
の種類

津波来襲
までの

時間的余裕

大津波警報

津波警報

航路付近、海洋施設等に近い場所又は浅海域に【錨泊中の船舶】は、時間的に余裕がある場合は、
水深が深く、広い場所に移動する。

錨泊船、浮標係留船
航行船

【大型、中型船(漁船含)】
（着離岸作業時を含む）

工事作業中
【工事・作業船等】

(作業台船及び起重機船含む)

港内着岸船に同じ

所要時間

① 荷役設備の連結解除 ●分

② エンジン、スラスター起動 ●分

③ 離岸作業 ●分

④ 港界までの時間 ●分

⑤ 避難予定海域までの時間 ●分

A 【離岸までの所要時間】 ▲分（①～③）

B 【港界までの所要時間】 ■分（①～④）

C 【避難予定海域までの所要時間】 ◎分（①～⑤）

D 【津波到達までの予想時間】 ★分

【前提事項】
＊最小運航要員は在船
　➡ 最小運航要員に満たない場合は、要員の参集時間を加える
＊ ①、②は、できるだけ併行して実施

【時間の積算について】
＊通常利用する港、岸壁・係留施設について予め積算しておく
　➡ タグ、水先人、係留施設等の支援の有無別に積算
　➡ 荷役設備連結解除は、非常電源、緊急離脱装置の有無別に積算
＊運航形態、船種等、個別の必要時間がある場合は、別途時間を積算

【緊急離桟の判断】
＊A～Cの所要時間(△□◎)と津波到達までの予想時間(★)を比較し
　離桟の可否を判断

所要時間積算項目 備　　考

京浜港(横浜区・川崎区)の津波対策
京浜港(横浜区・川崎区)における津波対策に関する合同機関
との合同指針 (R7.9改訂）【京浜港船舶津波対策協議会】

横浜海上保安部ホームページ

【横浜海上保安部】

特定港の津波対策（第三管区海上保安本部管轄内）
京浜港(東京区)、千葉港、木更津港、横須賀港、鹿島港、
日立港、清水港、田子の浦港【各港協議会等】

津波対策チェックリスト
＜京浜港 (横浜区・川崎区)＞【東京湾海難防止協会】

＊ダウンロードして両面印刷・三折りで使用して下さい。

津波警報等発表時は「陸上避難、係留避泊、港外退避(緊急離桟)」
の各チェックリストを参照して下さい。

出港準備 出港準備を完了させる　（例：直ちに離桟可能な体制、乗組員は船内待機等）

情報収集、情報連絡 津波警報等の発表に備え、情報収集、情報連絡体制を維持（24時間体制）

タグ・水先人・係留施設等との調整 緊急離桟に備え、船舶事業者、タグ・水先人、係留施設等との事前調整を実施

出港支援が受けられない場合の対応 タグ・水先人、係留施設等の支援が受けられない場合の離桟方法を平素から検討

避難予定海域の状況把握、選定
錨泊船情報（東京湾海上交通センターホームページ）で東京湾内の避難予定海域の状況を
把握し、避難予定海域を選定。海域が輻輳する場合は、湾外への自主避難を検討

関係者との事前協議
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時の対応について、事前に関係者と協議
（協議先の例：船舶事業者、タグ・水先人、係留・荷役施設の管理者等）

船
舶
乗
組
員
・
船
舶
事
業
者
等

横浜港津波アニメーション
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

川崎港の予想流速
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

横浜港の予想流速
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

川崎港の津波経時変化
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

横浜港の津波経時変化
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

市町村別津波高・津波到達時間
<地震モデル検討会公表データ抜粋＞
（令和7年公表）【内閣府】

川崎港津波アニメーション
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

「南海トラフ地震 -その時の備え-」
　～知ることであなたと大切な人の命を守る～
（令和7年8月発行）【内閣府、気象庁】

津波到達時間

平均水位 最高水位 ＋1m

「駿河湾～紀伊半島沖」【ケース①】 3m 3m 63分

「駿河湾～愛知県東部沖」・「三重県

南部沖～徳島県沖」【ケース⑧】
2m 3m 64分

相模トラフ沿いの

海溝型地震

相模トラフ沿い

（元禄関東地震タイプの地震を想定）
3m 4m 34分

第1波到達84分

最大波到達172分

「駿河湾～紀伊半島沖」【ケース①】 3m 3m 79分

「駿河湾～愛知県東部沖」・「三重県

南部沖～徳島県沖」【ケース⑧】
3m 3m 81分

相模トラフ沿いの

海溝型地震

相模トラフ沿い

（元禄関東地震タイプの地震を想定）
4m 4m 41分

東日本大震災 三陸沖（牡鹿半島東南東）

東

京

湾

都心南部直下地震 東京都心の直下（陸域） データなし

データなし

川

崎

市

川

崎

区

南海トラフ地震

備　　考震源地

「掲載データ」

・首都直下地震モデル検討会公表データ（令和7年）

・南海トラフ巨大地震モデル検討会公表データ（令和7年）

「津波高さ」（標高） 　*地殻変動を考慮

・沖合30m地点の津波水位の最大値（平均水面からの高さ）

「津波到達時間」の水位上昇（＋●m）

「＋●m」は平常潮位（津波がなかった場合の潮位）からの高さ

「今後30年以内の地震の発生確率」

・南海トラフ地震は「60～90%程度以上」又は「20～50%」

・都心南部直下地震は「70%程度」

・相模トラフ沿いの海溝型地震は「ほぼ0～6%」

「南海トラフ地震」

南海トラフ地震については震源地別に⑪パターンのケースを検討

（本資料では次の２つのケースのデータを掲載）

・ケース①　震源地が関東地方に最も近い(基本的な検討ケース）

・ケース⑧　最も津波高が高い（派生的な検討ケース）1m（東京湾内）

場

所
地震別

津波高さ

横

浜

市

中

区

南海トラフ地震

東日本大震災

＊観測潮位解析データ
三陸沖（牡鹿半島東南東）

0.82m

 (第1波)

1.55m

(最大波)

南海トラフ地震 臨時情報防災対応ガイドライン
＜概要版＞
（令和7年8月改訂）【内閣府】

発表中の津波警報等
～大津波警報、津波警報、津波注意報、津波予報～
【気象庁】

船舶運航事業者における津波避難マニュアル作成
の手引き(「強制水先対象船」が検討すべき事項を含む。)
（平成26年3月公開）【国土交通省】

地震津波の監視体制と緊急地震速報・津波警報等
～地震と津波（その監視と防災情報）～
【気象庁】

船舶津波避難マニュアル
＜簡易マニュアル様式＞
（平成27年6月公開）【国土交通省】

東京湾における海上交通管制の一元化
～非常災害発生時における新たな制度を含む～
（平成30年1月31日運用開始）【第三管区海上保安本部】

津波対応シート
＜貨物船用＞
（平成28年7月公開）【国土交通省】

海の安全情報
～緊急情報、海の事故情報等を日本語・英語で提供～
（令和7年1月20日更新）【海上保安庁海洋情報部】

あり

このフローチャートは、京浜港船舶津波対策協議会が策定した「津波に対する船舶対応要領一覧表」に基づき、津波
警報等が発表された場合の「着岸中の船舶」（小型船を除く。）の津波避難を想定して作成したサンプル版です。
利用する岸壁や船種・船型、それぞれの事業者・船舶が作成したマニュアルの内容等により対応が異なりますので、
フローチャートの作成にあたっては、個別事情を十分に考慮して下さい。

地震発生

＜津波避難フローチャート（横浜港・川崎港）＞ 【サンプル版】 監修 ： 第三管区海上保安本部

津波警報 津波注意報

津波来襲までに港外に避難する時間的余裕があるか？

タグ・水先人の支援なしで離桟できるか？

【強制水先対象船以外の船舶を含む全ての船舶が検討】

港外退避

陸上避難

陸上避難場所に避難できるか？

できない

係留避泊

できる

荷役・作業中止 荷役・作業中止

係留避泊港外退避

大津波警報

①「タグ・水先人の操船支援を受けられないことも想定
し、港外避難を行う体制を定める」【35ページ】

②「タグ・水先人の支援を得られないことを想定した、
出港操船手順を事前に検討」【36ページ】

「船舶運航事業者における津波避難マニュアル作成の手引き」
＜津波発生時の船舶避難態勢の改善に向けた検討会＞

【国土交通省海事局】（平成26年3月策定）

引波の影響で離桟困難な場合
係留避泊又は陸上避難も検討

陸上避難又は係留避泊
（係留限界等を勘案し

原則として船長判断）

港外退避又は係留避泊（原則として船長判断）

（※注）状況によっては、タグ・水先人の支援なしの離桟（緊急避難）も想定されることから、操船支援の有無に応じた体制を検討しておくこと。

できる

なし

できる

（※注） タグ・水先人を確保することができるか？
できない

できない
強制水先対象船は、可能な
場合はタグ・水先人を確保



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 津波対策の講習資料の内容 ＊京浜港（横浜区・川崎区）の例 

 

 

 

 

あり

地震発生

津波警報 津波注意報

津波来襲までに港外に避難する時間的余裕があるか？

港外退避 係留避泊

陸上避難場所に避難できるか？

できない

陸上避難

できる

なし

荷役・作業中止

①「タグ・水先人の操船支援を受けられないことも想定
し、港外避難を行う体制を定める」【35ページ】

②「タグ・水先人の支援を得られないことを想定した、
出港操船手順を事前に検討」【36ページ】

「船舶運航事業者における津波避難マニュアル作成の手引き」
＜津波発生時の船舶避難態勢の改善に向けた検討会＞

【国土交通省海事局】（平成26年3月策定）

係留避泊港外退避

大津波警報

引波の影響で離桟困難な場合
係留避泊又は陸上避難も検討

陸上避難又は係留避泊
（係留限界等を勘案し
原則として船長判断）

危険物
積載船舶

危険物積載
船舶以外

港外退避又は係留避泊
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（※注）状況によっては、タグ・水先人の支援なしの離桟（緊急避難）も想定されることから、操船支援の有無に応じた体制を検討しておくこと。

タグ・水先人を確保できるか？

できる

できない

大津波警報

＜津波避難フローチャート（横須賀港）＞ 【サンプル版】 監修 ： 第三管区海上保安本部

このフローチャートは、横須賀地区海上災害等対策協議会が策定した「地震・津波に対する船舶対応要領一覧表」に
基づき、津波警報等が発表された場合の「着岸中の船舶」（小型船を除く。）の津波避難を想定して作成したサンプ
ル版です。利用する岸壁や船種・船型、それぞれの事業者・船舶が作成したマニュアルの内容等により対応が異なり
ますので、フローチャートの作成にあたっては、個別事情を十分に考慮して下さい。

タグ・水先人の支援なしで離桟できるか？

【強制水先対象船以外の船舶を含む全ての船舶が検討】

（※注）

できないできる

強制水先対象船は、可能な
場合はタグ・水先人を確保


